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ＬＩｌｌ１題の所在

現在，戎が国では民"：（債権法）改１１１論議のilIで，普遍｢1(]な「人」を想定し

て，il1iYY背契約や事業背''１１契約に供ける私法｣その特illlのうちﾉﾊﾞ本的なものを民

法典に１Ｍ〕込むか否かが'１１|題とされており，その｢'１で不当条11,i規制に|兇ける特

'''１を民法ﾘlLの中に取り込むことが提案されている。例えば，民法（債権":）改

正検討姿！｣会の提案（以下，「民法（(11t権法）改正検討黍lil会提案」とする）

においては，契約条１１mの内容規制につき，「約款による契約」と「消費者契約」

の双方を対象とした次のような提案がなされている。
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法学志休第108巻第４号

第２節契約の成立

節Ｉ款契約の締絡

（略）

輔`１月約款による契約

【3.1.1.25】（約款の定義）

<l〉約款とは，多数の契約にⅡ}いる/こめにあらかじめ定式化された契約灸Iiiの総体を

いう。

<2〉約款を|附成する契約条項のうち，WI1Mllの交渉を綴て係１１|されﾉｰ条項には，本目お

よび;iY2款第２［|の規定は適用しない。

約款における契約においては，約款が相手方にｌ１ｌ１示されず，ト''三１１万が契約条

Jriを認識しないまま契約を締結することも少なくなく，また，仮に約款の存在

およびその'）僻を認識していても，多数の取引に定ｌｉｌｉＩ<jに川いられているとい

うIli災l当１体が，約款('1:成者と'１１二｢力との間の交渉ﾌﾞﾉの|怖造的な不均衡を生じさ

せる。この点は，il1iYjl者契約のみならず，事業者llll契約についてもあてはまる。

突際，事業者ＩＭＩ契約においても約款の使Ｉｎに杭して，什定の条Jriについて交渉

し，その内容を変更することは，その約款が広範'''１にl11j-的に便111されている

場合には，現実には１１１難なことが多い。これに対し，氏iﾉ；（(fiWli法）改ili検討

姿ｌｌ会提案はIMyllの交渉を経た条JIiを規律の対象外としている。ただし，形式

(1<]な交渉では足りず，実質(Ｉ<]な交渉，具体的には，当|ﾘ)の条Jriが変１１１されるこ

とまでは必要ではないが，約款便111者と'１１手方とのｌＩｌ１で約款の条項とは異なる
（１） 

|他の可能''１iについて検討がなされたことが必要とされている。このように，

｢約款の便１１１のｲﾘﾌﾞiI(」や「交渉の有無」をメルクマールとして，２|i業者'''1契約

における不当条項規制の可能性をもたらす提案がなされている。

その｣名で，不当茶1mの効力に関する一般規定が設けられている。

五

鋪２１=｜契約条項の111(効

【3.1.1.32】（不当条Jiiの効力に関する一般規定）

２ 
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事業祈'''1契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点（１）（大源）

<l〉約款またはiii1jYY者契約の条項［(個別の交渉を経て採用された滴YY者契約の条J1lを

除く。)］であって，当該条項が存在しない場合と比較して，条項Ｉｌｌｉｌ１１者の''1手刀の利

益を信義ｌｌＵに反する(111度に害するものは無効である。

<2〉当該条項が'１１手刀の利溢を信義}111に反する程度に害しているかどうかの判Wiにあ

/こっては，契約のＩｌｌｉ蘭および契約の趣旨，当事者の属性，同種の契約にＩＨＩする取りｌＩｌｌ

行および任意規定が存する場合にはその内容等を考慮するものとする、

約款による契約および消費者契約においては，条項使用者のｌｔ１１手方による契

約内容の形成への関与は実質的に働かず，契約内容には合理性の保障がないこ

とから，約款および消費者契約の双方を対象とした不当条項に|｝しける一般的規

定を置くことが提案されている。もっとも，個別の交渉を経て採川された消費

者契約の条項については，規律の対象から外す考え方と，消費者契約について

は個別の交渉を経て採用された条項も規律の対象とする考え方が|)|:記されてい

る。ただし，消費者契約は，約款によると否とにかかわらず，すべてのil1i費者

契約が内容規制の対象となる。

さらに，約款およびilli費者契約に共通する不当条項リストと，消費者契約の

みに関する不当条項リストが設けられており，それぞれブラック・リストとグ

レイ・リストが設けられている（【3.ＬＬB】【3.ＬＬ36】)。約款および消費者契

約に共通する不当条項リストは，約款による契約の中に事業者'''1契約も含まれ

ることに鑑み，対象とする契約の態様も多様であるため，不当条項のりu型例を

掲げた，相対的に)''1象度の高い一般的なリストにとどめられている。消費者契

約のみに関する不当条項リストは，消費者はその人的な属性によって特徴付け

られることに留意し，必ずしも法的知識の十分でない消費者にとって使い勝手

のよいものとなるため，iil1i賀者契約に実際に紛争が生じている条項であって，
（２） 

消費者によって手がかりとなる具１本的な条項がのぞましいとされている。

一方，民法改正ﾘﾄ究会の提案においても，「468条約款とその効力」とい

う条文案が提案されており，その第３項として「前項により約款によって契約

が成立した場合であっても，契約条項のうち個別の交渉を経なかった条項で，

任意規定の通１１１による場合と比較して相手方の権利を制限し又は義務を加麺す

３ 
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法学志休第108巻第４号

る内容であって，（新）第３条（信義誠実の原'111と権利濫用の禁止）第１項に

反して相手方の利益を一方的に害するものは，無効とする」という案が提案さ
（３） 

ｵLている。

ところで，フランスでは「経済の現代化に関する2008年８月４［Iの法律」

(以下，2008年法とする）により，濫用条項規制をめぐる画期的な改正がなさ

れた。その中心は，il1iYY者契約における濫１１１条]]r(規制を定める消費法典Ｌ132-

1条が改正され，翌年の「消費法典Ｌ132-1条の適用に関する2009年３月１８

日のデクレ」によってブラック・リストとグレイ・リストが定められるに至っ
（４） 

たというものであるが，もう１つ，見逃せない改Ｈ１がなされている。それは，

2008年法93条により，競争制限的行為を定める商法ﾘlLL442-6-I第２号にお

いて「当事者間の権利および債務において著しい不均衡を生じさせる債務を商

行為の相手方に対して負わせる，ないしは負わせようとする」行為について民
（５） 

事責任を課すといった規定が定められたというものである。ここでは，淵Y1i法

典Ｌ132-1条と同様の文言が１Wいられており，これによって，消費法ﾘlLRl32－

１条，Ｒ132-2条でﾀﾞ１１準されている条項や判(ｸﾘによって濫用条項とされている

条項が事業者間契約で川いられた場合に，「著しい不均衡」を生じさせると考

えることが可能となる。このことから，消費者契約のみならず事業者間契約に
（6） 

も通111される濫Ii１条｣Uri規制の一般化がなされたと評されている。これによって，

同種の条項が同じような結果をもたらすのであれば，それがいかなる契約当事
（７） 

者であろうと，脱｛lillが及ぶことになる。

一方，2005年のカダラ委員会による債務法改正準備草案（カダラ草案）を

皮切りに複数公表されている債権法・契約法改l[草案においても，民法ﾘｌＬの【|］

に，濫用条項規制の一般条項を設けることが提案されている（例として，カダ

ラ草案1122-2条)。これによって，交渉を経ていない条項であれば，事業音間

契約であっても濫用条項現Ilillが及ぶ可能性がある。

フランスでは，梢Yf法典Ｌ132-1条の元となった「製品および役務の消費者

の保護および情報に|H1する1978年１月１０日の法律」３５条を事業者'''１契約に
（８） 

適用することができるか否かが半１１例上問題とされるようになる。この点につき，

４ 
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事業肴間契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点（１）（大澤）

当初の判例の中には「通常の消費者の無知の状態と同じ」である事業者も
（９） 

1978年法による保護を受けるとするものもあったが，このように「)肖費者」

概念を拡張することについては，消費法の領域に関する不明確さがもたらされ

るという批判が学説によってなされたこともあり，破段院はその後「消費者」

概念を厳格にとらえ，1978年法による事業者の保護の余地をなくす方向に進

んでいった。ついに，破段院は1995年に「事業活動と直接の関係」を有する
（10） 

契約には消費法Ｊｑの規定は適用されないとする判断を下し，この基準が現在に

至るまで用いられている。しかし，実際には，この基準が適用される結果，事

業者が保護を受けることはほとんどない。そのことから，濫用条項から事業者
（11） 

を保護するために一般法の規定をI参正することが必要とされている。具体的に
（12） 

は，いわゆるクロノポスト判決に見られるように，コーズの規定（民法典

1131条）を用いて責任制限条項を無効とするといった考え方が主張されてい
（13） 

る。しかし，コーズ概念自体その存在意義も含めて検討の最中にある以上，．
（14） 

－ズの規定を用いた濫用条項規ilillには|限界がある。

以上のように，ともにいわゆる「消費者アプローチ」がとられており，不当

条項規制の根拠が「事業者と消費者の間の情報・交渉力の不均衡」に求められ

ていた日仏両国において，不当条項規制を消費者契約のみならず事業者間契約

をも念頭に置いて民法典に導入する等して一般化しようとする動きは，次の２

点の興味深い問題を提起するものである。

第１に，消費者アプローチによる規制の内容と，事業者間契約における不当

条項規制システムの違いである。商法典L442-6-I第２号によって，消費者契

約における濫用条項規制と事業者間契約における濫用条項規制が接近したこと
（15） 

になる。これによって，事業者間契約における不当条項規箭'1システムを構築す

る上で，消費者契約における不当条項規制システムが参考となるが，一方で，

両者の規制システムには看過しがたい違いも存在する。この違いは，事業背間

契約と消費者契約の違い，さらには，それによって導かれる不当条項規制の根

拠や必要性の違いを示すものであることから，両者の相違点を検討することは，

事業者間契約における不当条項規制システムを構築する上で具体的に留意すべ

５ 
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法学志休第108巻第４号

き点を示すのみならず，事業音間契約，消費者契約それぞれにおける不当条項

規制のあり方を考察する際の有益な材料を提供するものとなろう。

第２に，日仏両国において，不当条項規制を消費者契約のみならず事業者'''１

契約にも及ぼそうとする動向の背景には，消費者契約のみならず事業者１１|)契約

においても，契約の一方当事者が他方当事者の利益を一方的に害する契約条項

を課すという，いわば契約の一方当事者による契約に関する能力の「濫11Ｉ的」

行為がありうるのであり，それによって契約当事者|M1に「不均衡」が生じると

いう前提がある。これは，一般に契約当事者''１１の平等を念頭に置いている民法

典に，一見相容れない考え力を導入することとなる。そのためには，事業者間

契約における契約当事者'''1の「不均衡」とはいかなる場合に生じるものである

のか，そもそも事業者'１１１契約において不当条項規制を行う根拠は何か，また，

事業者間契約における「不均衡」を具体的にいかなる方法で是正するかについ

て検討を要する。さらにいえば，「不均衡」や「濫用」という概念につき，消

背者契約のみならず，民抜一般法レベルでそれがいかなる意味を持つのかとい

うより根本的な問題をも提起するものである。

そこで，本稿では，以上の問題のうち，第１の点につき，まず，近時のフラ

ンスに見られる法改正や法改正の提案を紹介・検討することで（２，３)，事業

音間契約における不当条jIi規制の枠組みを構築する上での立法論的視点を示す

ことを主眼に置きつつ(4)，そこから，第２の点である，事業者間契約におけ

る「不均衡」の意味，さらにはその是正の具体的なあり方といったより原理的

な問題を検討する上での一定の示唆を導く(5)。以上の検討によって，契約当

事者間に「不均衡」が見られる場合に民法ﾘuが果たしうる役割というより根本

的な問題を今後探究する上で，本稿がその布石となることを目指すものである。

2．法改正の実現一商法典L442-6-I第２号の改正

（１）序

2008年法では，Z1i業者間契約における濫'１１条JIi現ilillのあり方を模索する上

で注目すべき改正がなされている。商法ﾘlL1JI2-6-I第２号が，２００８年法9３

６ 
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Zli業背'１M契約におけるイ《当条項規制をめぐる立法論(l１１Ｍ１Ａｉ（１）（大澤〕
（16） 

条ｌ１Ｈｌｌｊによって以下のような規定に修正された。

iliiiﾉﾐ典'412-6-1条

すべての製造者，ilii人，職人，手工業者名簿に盗録された者による次の行

為につき，行為者にiIi任を負わせ，生じた損害の賂(lfli1i([を負わせる。

節２号当事者''１１の樅「||および債務において著しい不均衡を生じさせる(ｉｆ勝

を商行為の'１１手刀に対して日わせる，ないしは負わせようとすること。

ｉ(j法ﾘILlル'2-6-1条は，製造者，商人，職人，手二[業者名iWiに登録された者

が，同条で禁j'二されている「競争制限的行為」を行った場合に，当該行為主体
（17） 

に民１１ii9iIliを負わせるものである。

ここで注'１されるのは，当ﾕｌｉ者間の権利および(11t務における「著しい不均

衡」という雅準が設けられていることである。この文言はil1ipi法ﾘILLI32－１条

ljI(で定められているiliflI１条Irjの規制基準と同様のものである。このことから，

多くの学説で，改正され/こiKi法典I4l2-6-I第２号によって，事業者'１１１契約に

関する規制の''1にil1iYY法ﾘlLの濫''1条項規制が盛り込まれたという評価がなされ
（18） 

ている。すなわち，illiYlli/くりlLLl32-1条，さらには'可ﾉﾉくりllRl32－１条，Ｒ132-2

条の濫111条項リストによって「濫用的である」とされる条項がﾘﾄﾞ業者'''１契約で

設けられた場合にも，これがilli法典L442-6-I第２号にいう「群しい不均衡」
（19） 

をﾉ|;ｃさせるものであると|('lwiされる可能性があるという指摘である。これに

よって，エlj業者が濫川条項から保護される道が開かれることになる。

さらに，商法ﾘILI4l2-6-I第２号を，同条の他の規定とあわせて見ると，同

条がＩ１ｉ格や職人条件の|÷Ｉ１ｌｌな交渉を保障することを'二|(,(]としていることがわか

る。このことから，l1ii法ﾘ'し'ん12-6-'第２号は，事業背'''１契約におけるレジオ
（20） 

ンを導入したとも指liiされている。

以~|〈，１１W法典]ん12-6-1節２号の要件・効果につき，同規定の審議過1Mおよ

び学説を素材に検討する。

７ 

○ 
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法学志林第108巻鋪４号

（２）審議過程

2008年４１１２８日に大臣会議において「経済の現代化法の政府提出法案」
（21） 

(以下，「政Ｉ｢J案」とする）が提示される。そのI|]の２２条１号で，「競争制１個的
（22） 

行為」を定める商法典]』12-6条の改正が提案されている。具体#]には，商法
（23） 

典L442-6-I第１号を廃jこし，｜同1条２号のａ，｜)を１号，２号にし，そのうち，

2号の方を，「当事者間の椛利および債務において著しい不均衡を生じさせる
（24） 

債務を暦i行為の相手方に対して負わせる，ないしは負わせようとすること」と
（25） 

することが提案されている。なお，改正の対象となっている|両1条２号ｂは以

下のような条文である。

（改正前の）IJl2-6-I第２号ｂ相手方に不当な取引条件ないし債務を課す

ために，｜(l手方が陥っている依存関係，１１１手刀の購買力ないしは販売力を濫Ｈ１

すること，とりわけ，契約｣:の合意の不履行について不均衡な違約罰を課すこ
（26） 

と。（以下HH)。

政府案２２条は，商取り||)M係における濫111(１１行為に対してサンクションを加
（27） 

えるものであるが，そのポイントは以下の３つである。第１に，商法ﾘuL440－

１条を修正し,民事裁判所ないし商事裁判所が,Ｃｌ'】ＰＣ(Commission。，examell

desprati(l1lescommerciales：商事実務検討委員会）に意見を求めることがで

きるようにした。第２に，iKi法典Ｌ442-6条から「価格の差)ｊ１ｌの禁止」に関す
●●●●●●●■●●●●●●●● 

る条文を削除し，条文のlli純化および効率化のために，同条２項1〕の「依存

関係」および「購買力ないしは販売力」の濫111という文言に代えて「当事者間

の権利および債務において著しい不均衡を生じさせる」という文言を設け，裁

判所がＣｌ〕ＰＣに意見を求めることができるようにした。第３に，より脆弱な

当事者を保護するために，＃lilillの効果を強化し，２００万ユーロまでの民事罰を

科すことができるとし，さらに，不当に支払われた代金の３倍までの民事罰を

も科すことができるようにした。また、現(|i1l効果を高めるものとして，裁判官

８ 

九

Hosei University Repository



事業背ｌＩＩｌ契約における不当条jri規制をめぐる立法論的視点（１）（大潔）

が判決の公表，配布，掲示を罰金強制付きで命じる朧限が定められた。

政府案についてのシャリエ（Chari6）の報告書によれば，商法ﾘlLl42-6条

の修正の眼目は，「商取引関係における誠実と均衡を保障するために」民事的
（28） 

サンクションを強化するというものである。｜l114I2-6-I第２号ｂの「購買力

ないしは販売力」という要件は，「力」を有している提供者と大規模な分配者

のように，「ﾌﾞﾉ」がある当事者を念頭に置いた要件であり，その結果として，
（29） 

|(｣L442-6-l第２号ｂはあまりI11いられていなかった。そこで，改Iliによって，

契約関係における不均衡にサンクションを加えるという原則は維持しつつ，規

ilillの効率性を奪っていた限定的な要件を削除しようとしている。その際，事業

者と消費者の|M1の「力」の不均衡を問題としている消費法典に着想を得た基準

を用いて，－万当事者が他方当事者に対して契約に関する能力を濫用し，「箸
（30） 

しい不均衡を生じさせる債務」を腰lわせることを防いでいるのである。具体的

には，第１に，政府案では，「著しい不均衡を生じさせる債務」を|(}手方に現

に負わせている場合のみならず，「負わせようとしている」状態をも対象とし

ている点に特徴がある。すなわち，現行法が「既に締結された契約」しか対象

としていないのに対し，政府案では将来「著しい不均衡をもたらす債務」を生
（31） 

じさせうる契約を締結させることをも禁止しているのである。第２に，「著し

く不均衡を生じさせる債務」をもたらしている人のllIi質を問わずに（すなわち，

それが分配者であろうと供給者であろうと）適用される。さらに，俄務の「不

当性」は問わず，当事者間の(iii勝と権利の間の「普しい不均衡」の有無だけを
（32） 

判|断すればよい。すなわち，当該行為の違法性を|M1うのではない。

国民議会においては，政府案のL442-6-I第２号に関わる部分についての修

正はなされることなく可決される。

一方，元老院では，政府案が，差別的行為の禁止に関する規定（改正前の

L442-6-I第１号）をWll除することに反対する修正案`122号や，「依存関係」や

｢購買力ないしは販売力」の濫用という要件を「著しい不均衡」に代えること

に反対する修正案424号が提出される。以下，本稿にとってとりわけ重要な後
Ｇ３） 

者につき，詳しく見てみる。

９ 
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〃&学志休第108巻第４号

修正案`12`1号が提|||されたILI1Illは以下の通りである。「依存関係」や「臓貿

力ないしは販売力」の濫111という要件を「耕しい不均衡」に代えることは，小

規模な事業者を強大な賊人力を有している分nil門から保識する上で効率性をｘｉｉ

う危険性がある。「依存隈Ｉ係」や「購買力ないしは販売力」という要件は，契

約当事者間の不均衡を１１ﾐ確に性質づける上でｲﾌﾞ益な基準だからである。しかし，

この提案に対しては，「依存関係」の濫)|Iという冑葉をより正確にし，理解し

やすいものにしなくてはならないが，これ以｣:，詳細に定義することは困難で

あること，それよりはむしろ規制を容易にすることが必要であると指摘され，
（31） 

結局修正案42`1号は孫111ざｲLなかった。

また，「当事者'111の樅利および債務において;Mi:しい不均衡を生じさせるＩＩＩｉ荷」

の「債務」の前に「1ﾘ1らかに均衡を欠く，ないし濫用的な」という文言を付け

"Ⅱえることや「生産コストからみて濫用的に低い購入価格を極得する行為は，

前項に言う「濫11)」を柵成する」という一文を付け加えることを提案する修ili

案659号は，より効率的かつllllll:的な効果をもつコントロールを実現するため

に，「濫111」の定義をIIliiMＩすることを目的としている。しかし，これに対して

は，より広い，かつ多様な甥illiに適用できるような柔軟かつ一般的な「濫川」

概念を定義すべきであるとして反対を受け，結局修正案６５９号は撤回されるに
（35） 

至る。

こうして，元老院においても，結局は国民飛会案と同様の文言で可決された。

その後，国会同数委員会でもこの点は修正されず，最終的に９３条として可決

された。

審議過樫では，’１１'ん12-6-1第２号ｂが，「Ｉｊ１《7'関係」や「購買力ないしは

販売力」の濫川といった|M↓泥的な要件の存在ゆえに規制の効率性を奪っていた

ことが問題視され，また，（１１(称の不当性といった主観的要件を設けずに，iililY

法ﾘＬＬ132-1条|司様「詳しい不均衡」という結果が生じていればそれを生じさ

せた事業者にサンクションを"Ⅱえるという刀ｲﾉﾐが提案され，可決されている。

この点は，消費法典Ｌ132-1条が1995年法によって改正される際に，それま
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事業音間契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点（１）（大澤）

での1978年法による「経済ﾌﾞﾉの濫用」によってもたらされる「過剰な利溢」

という基準につき，「経済力」に限定されていた「濫11)」概念を廃止し，「過剰

な利益」を包括した「著しい不均衡」概念に－本化したこと，および，それに

よって，濫用条項の基準が三1身観的なものから客観的なものへと変化したことと
（36） 

パラレルに考えることができる。こうして，ii1i費法ﾘuにおける「契約における
（37） 

弱者保護」が事業者ｌｌｌ１契約においても採用されたのである。

（３）商法典L442-6-I第２号の要件

l）商法典L442-6-I第２号の要件とその特徴

商法典Ｌ442-6-'第２号の要件に見られる特徴をlﾘ|確にするため，便宜上，

再度|{]L442-6-I第２号ｂをリ|川する。

｜|][」12-6-1第２号ｂ：｜{}手方に不当な取り|条件ないし債務を課すために，

相手方が陥っている依存関係，相手方の購買力ないしは販売力を濫用すること，

とりわけ，契約上の合意の不個行について不均衡な違約罰を課すこと。（以下

略)。

このように，事業者の濫川行為の要件として「依存関係」ないし「購買力な
（38） 

いしは販売ﾌﾞﾉ」が定められていた。これら２つの要件は商法典Ｌ420-2条に着

想を得た，しかし，競争の侵害を要件としていない点で別物とも言えるもので
（39） 

ある。その上で，同条に不当な1了為のリストが掲げられていた。

しかし，lHL442-6-l第２号ｂには，2008年法の審議過程でも指摘されてい

たように，以下の２つの問題点があった。

第１に，「依存関係」が商法典Ｌ420-2条の要件の「経済的に従属した状態」

と同様に捉えられるなど，厳格に解されており，特に等価性の欠如という要件

が認められなかったことにより，裁)|《||実務上効率的な規制が行われていたとは
（40） 

言えなかった。具体的に言えば，判例は「依存|蕊Ｉ係」をi断法典Ｌ420-2条にい

う「経済的に従属した状態」と同視していたが，そもそも同条の「経済的に従

’1 
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法学志林第１０８巻鋪`11）

屈した状態」の評I11ijIl【fViがきわめて限定されていたため，IJl2-6-I第２－>;･Ｉ）

に）,l;づく蜆ili'|も効斗〈的なものとはならなかった。とはいえ，戒》|{||官にとって，

〃120-2条の文言をⅢいることなく「経済的に従屈した状態」を定義すること

も１Ｎ難であったことから，結局はL442-6-I第２号|)の適)'1.解択につき，裁

判官に混乱をもたらしていた。

第２に，「不当な取り|条件ないし債務」という概念が漠然としたものである
（Ⅱ） 

ことも，同条がiiliIl1されていなかった一因であった。

そこで，事業背の濫111行為を効率的に排除するために，illiYY法に詩想をえた

）,ｗｉである「耕しい不均衡」という基準による規制が設けられたのである。こ
い2）

れによって，契約当zli者'''1の「ﾌﾞﾉ」の差異を反映した婆Ｉｌｌ:である「依存ＩＨＩ係」

の濃'１１や「鵬iiY力ないしは販売ﾉ〕」の濫用を証lﾘIする必要がなくなI〕，裁判官

は当該取り|において一方当Ｚ)j者が脆弱な状Jllにあっ/こか否かではなく，iiiIiYll法

ﾘｌＬ同様，当事背''１１の(１１筋の「著しい不均衡」の:｛].)111のみを評Iilliすればよいこと
（,13） 

になる。また，（llillｶﾞの｢［当性をllllう必要もない。Ｗｒ規症は，「弱い立場にある

当41i背に負わせる(Ili粉をjlH当化する理由」という婆'４:を，「lliなる当Ilj背'''１の
（41） 

不平等の確認」に代えたものである。さらに，職ごｉｌｔﾉ<の観点から言えば，「市

場秩序の妨害」と結びついﾌﾟﾆ商法典Ｌ420-2条からlllI立して契約における「不
（45） 

均衡」を是11ｉする可iiEI4liが与えられた点で大きな意味を持つ。このように，新

規定は，｜[l法よ｛）も広い’|程を有するものであl〕，濫11Ｉ的行為にリンクション
（16） 

を力Ⅱえるのを容易にするものであるとして評llliされている。

もっとも，iKi法ﾘlLIJl2-6-I第２号の要件にも以下のようなｌＩｌ１題が残されて

いる。

第１に，確かに文言｣zは「依存関係」の濫１１１は嬰件とされなくなったものの，

一方が相手方に対して「:>ii:しい不均衡」を課していると言えるためには，「経

済ﾌﾞﾉの不均衡｣，および，それによって生じる「依存関係」という考え力がそ

の背景にあるのは'''1述いない。そのことから，「依存関係」の臘川という要(ﾘ：

はilIIi依りILhI20-2条２１Nの吻合にのみ考慮されるのではなく，｜荷|法ﾘILl川12-6-1
（17） 

第２号の)易合にもlHj求されると考えられている。
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事業菅間契約における不当条項理制をめぐる立法論的i11点（１）（大澤）

鋪２に，「負わせる」という，消費法典にはない，主観的な要件が存在して

いる点である。この点は，「著しい不均衡をもたらす|=Ｉ的ないし効果をもつ条

項」を濫用的としているiiliYL1iiMくりｌＬが客観的な基準であるとされているのとは対
（18） 

照的である。「負わせる」という文言の存在は，次にような２つの解釈可能'4|；

を生じさせている。第１に，先に述べたように「依存関係」の濫用が要件とさ

れなくなったことから，当該当事者が他方当事者よりも弱者である必要はない

が,実際には条文の文言上「負わせる」ことが要求されていることから，他方
（49） 

当事者よりも経済的に弱者である場合にi通用されるというものである。第２に，

｢負わせる」という文言を，「冒瞥しい不均衡」という結果の起源となる行為とし
（50） 

てIl1解する考えもある。ここでそのような行為の(例|として考えられるものとし

て，例えば当該条項についての交渉がなかったことが考えられる。

第３に，新法は，文言上，農業従事者や自由業従事者を除き，供給者であろ

うと分配者であろうと，事業者であれば適用される。この点はすでに旧法でも

同様であったが，旧法では被害者が「依存関係」におかれていたことを証,ﾘ,す

る必要があり，この要件は前述したように厳格に解されていた。しかし，改正

によって，中小企業のみならず交渉力が劣る者であれば誰でも「不均衡」とい
（51） 

う要件によって保護されることになった。もっとも，条文｣zは「商行為の相手

方」とされているのみであり，具体的には定義されていない。これについて，
（52〉

きわめて広く当事者の範I1lを解することも可能ではあるが，その一方で，破段

院ではクリニックと医者の間の関係に商法典L442-6-I第５号を適用すること
（53） 

が否定されていることから，破段院があらゆる契約|兇1係にL442-6-I第２号を
（51） 

通１１Ｉすることになるとは言えないとする学説もある。

節`'に，「著しい不均衡」の:h｢無をどのようにして判断するのか，その具体

的な基準については明らかではない。しかし，「著しい不均衡」の解釈力Ⅱ何が，
（55） 

今１回'の改正の射程を決定することから，学説で'よ「著しい不均衡」の解wHをめ

ぐる議論が展開されている。いくつかの学説を紹介する。

まず，競争法における他の概念を参考にする見解がある。例えば〆伝統的な

学説における「差別的行為の禁I上」の理解と同様に捉えるものと，単に－方当
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法学志林第108巻第４号

事者が他方当事者より不利に扱われたというだけでは「著しい不均衡」の徴候
（56） 

にはなるが，証lﾘ|としては不一|･分であるとするものがある。しかし，差Ｂｌｌ的行

為の禁１ｔについては，近時，１１１に差別的に取り扱うだけでは足りずその差別の

度合いが問題とされているということもあり，これらの説の違いは理論的な違

いに過ぎず，具体的な違いは小さいと言われている。そうすると，lii大な差別

的行為が損害を生じさせる契約を導き，そこから「著しい不均衡」が生じると
（57） 

いう考え方にまとめることができる。｜血に，同じく商法ﾘＬＬ420-2条の「経済

的に従属した状態」を基準として「著しい不均衡」を解釈する方法もありうる

が，これに対しては，前者が判例上厳格に捉えられているために規制を非効率
（調）

なものとするとして批半||するものがある。

次に，「著しい不均衡」を，一方当事者が交渉力を艦川するといった，契約

上の信義誠実に反する行為をした場合に認められるものと捉える見解がある。

この説によれば，「依存関係」は商法典LM2-6-I第２号の適用に当たっての

必須の要件ではないが，信義誠実違反を示すものとなりうる。ただし，ここで
（59） 

の依存|周係は経済的な意味のみならず法的な意味ももつ。

以上の議論に加え，「著しい不均衡」がil1i費法典Ｌ132-1条の文言と同様で

あることから，学説では消費法典Ｌ132-1条における「著しい不均衡」概念と

比較した議論がiMi充になされている。この点から，消費法が競争法に与える影
（60） 

響といったより根本的な|苫1題を提起する論文もある。ｉｌｌｉ費法典Ｌ132-1条との

相違点については，「著しい不均衡」概念の定義づけにとどまらない論点を含

んでいることから，項を変えて紹介する。

2）ｉｉＩｉ費法典Ｌ132-1条との関係

学説では，商法ﾘlLL442-6-I第２号における「著しい不均衡」を，消費法典

における「著しい不均衡」と同様のものとして捉える説と，両者を必ずしも同

様のものとしては捉えない説とに分かれている。

まず，前者は，ｉｌｌｉ費法典における濫川条項規制が，ｉ(i法典L442-6-I第２号
（61） 

の「著しい不均衡」概念の解W(にあたってのモデルとなると捉えるものである。
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事業音間契約における不当灸ＩｊＷｌ制を的ぐる立法論的視点（１）（大澤）

両者は，強い当事者による「濫用」を防ぐという目的を有している点で共通し
（62） 

ているからである。確かに商法ﾘlLI4l2-6-I第２号は，「(衣存関係」の濫用や

｢購買力ないしは販売力」という要件を文言上はｉｊ'|除したが，この点は，消費

法典Ｌ132-1条１項から「経済力の濫川」という要件が削除されたものの，実

際には裁判所において「経済力の濫川」という考え方1÷1体は意識されていたと
（63） 

いう点と共通しているとも言える。

一方，後者の理由としては，以下のものがあげられる。

第１に，消費者が事業者に比べて劣位にあるのは法的な劣位であるとされて

いるのに対し，事業者間での優劣は，供給者が分配者に比べて経済的に劣位に
（61） 

あるといったように，単なる経済iMjな優劣であるとされている。しかも，商法

典L442-6-I第２号は，文言上，分配者が供給者に「著しい不均衡」を生じさ
（65） 

せる(責務を課した場合はもちろん，逆の場合にも適１１)される。なぜなら，文言

上当事者間の優劣につき厳密な定義付けを行う言葉がないからであり，その点

で，｜日法の「依存関係」および「購買力ないしは販売力」の濫用の禁止という

概念からは距離を置いていると言える。要するに，当事者は当事者の力関係の
（66） 

不均衡を示すＩ必要はないのである。

第２に，商法典L442-6-I第２号は，＃1i費法典Ｌ132-1条とは異なり，「当事

者の権利および債務において著しい不均衡を生じさせる債務」といったように，

特に対象を限定していないことから，文言-kは条項の種類を問わずに全ての条

項に適用されうる。このことから，ji1iKYiﾘｌｉ典Ｌ132-1条７項で濫用条項規制の

対象外とされている価格に関する条項にも通)１１される。なぜならば，商法典

Ｌ442-6-'第２号で明示的に対(llliが規制の対象外とされていないのはもちろん，

同条４号で「価格に関する過剰な濫111」が対象とされているからである。その

結果，法的な不均衡のみならず，経済的・金銭的な不均衡もコントロールする
（67） 

ことができる。これについては，商人'１１１の１１Y；|ではもっぱら価格に関する交渉
（68） 

が[|]心となることを考えると妥当であるとされており，商法典Ｌ442-6条の他

の規定とあわせて考えると，同条は「レジオン」概念を採用したものであると
（69） 

する学説もある。
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この点は，目的物・役務とその対価との''１１の経済的・金銭的な不均衡は考慮

に入れないというスタンスにたち，レジオンの無効を認めていない消費法典の

場合とは異なる。消費法典Ｌ132-1条が|]的としているのは「濫用条項との戦

い」であり，給付と価格の間の全体的な均衡を保障することではないからであ

る。すなわち，iiili費法典Ｌ132-1条は，〃i的な不均衡の是正を目的としている
（70）・

のであり，経済(lりな不均衡の是正を目的としているわけではない。

第３に，商法典L442-6-l第２号は，文言上，「権利」と「債務」（しかもう
（71） 

ランス語では複数)杉で示されている）を対象としていることから，条項ごとの

｢著しい不均衡」にとどまらず，契約全体の「著しい不均衡」を問題にするも
（72） 

のであるとされている。しかも，商法ulLIル12-6-1第２号については，特に解

釈の方法が定められていないことから，学説では契約全体の観点から「著しい
（73） 

不均衡」を評Ii1liすべきとされている。これに対して，iiiliYY法典の規定は条項の

｢濫川性」を評価するものである。たしかに消費法典Ｌ132-1条５項は全体的

な評Ⅲiを要求しているが，一方で同条２項が濫用的な条１７１のリストをデクレで

設けると定めていることから，このように１Ｍ解されている。もっとも，そのこ

とから，著しい不均衡を生じさせる条項につき評価する消費法典よりも，著し

い不均衡を生じさせる債務を評価しなければならない点で，商法ﾘILL442-6-I
（74） 

第２号の「著しい不均衡」概念が不I明確であるとされている。

第４に，商法典L442-6-I第２号については，後述するように消費法典Ｌ132

-1条の場合よりも厳格な効果が認められている。そのことから，消費法典と
（75） 

旧1じょうに「著しい不均衡」を容易に認めることはできないとされている。

以上をまとめると，消費法ﾘuにおける「著しい不均衡」と商法典におけるそ

れとは，その規制の背景にある考え方はほぼ同一であるものの，微細な点に立

ち入ると違いがあると見るのが妥当であろう。その違いを簡潔にまとめると，

契約条項に内在する不均衡に戦うものであり，約束された給付とIdli格の間の全

体的な均衡を保障するものではないil1iYY法典Ｌ132-1条に対して，商法典

L442-6-'第２号は契約の意味及び給付とHIi格の間の均衡を考慮に入れるもの
（76） 

であるということになる。もっとも，このように消費法ﾘｌＬと商法ﾘlLの「著しい
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不均衡」概念に違いがあると理解すれば，商法ﾘＩＬの「著しい不均衡」概念を捉

える上で単純にiili費法典の「著しい不均衡」概念を導入することには慎敢さが

求められることから，新法で設けられた「著しい不均衡」概念の暖昧さが一層

問題になることになろう。また，学説で以上のように理解されている事業音間

契約における濫用条項規制と消費者契約における濫用条項規附１１の違いが，法技

術論的にも妥当なものと言えるのかについて，検討の余地がある。

（４）商法典L442-6-I第２号の効果

消費法典Ｌ132-1条は条項が「書かれざるものとみなされる」のみであるの

に対し，商法典L442-6-I第２号では次の３つの効果が認められ，しかもこれ

らの効果が消費法典の場合に比べると重いものであるとされている。

第１に，当該条項を設けた者に民事責任が課される。具体的には，競争当局
（77） 

(Autorit6delaconcur1℃IIce）が，その権限に属する事件につき本条に列挙す
（78） 

る行為を確認した場合には，利害隣Ｉ係があることが証明される者はもちろん，

経済担当大臣，検察宵，競争当局の局長は，菅輔権限を有する民事裁判所また

は商事裁判所に対し，訴えを提起することができる（L442-6-III第１項)。こ
（79） 

の場合，濫１W条項を設けることは「フォート」を構成するということができる。

第２に，前述した訴訟において，経済担当大臣および検察官は，商法典

L442-6条で定められている行為の差1k，違法な条項または契約の無効の確認

を求め，また，返還請求権を行使することができる（L442-6-uI第２項)。

第３に，同じく前述した訴訟において，経済担当大臣，検察官の請求により，

200万ユーロを越えない限度での民事罰金も科されることがある（L442-6-IIl

第２項)。この罰金は不当に支払った金額の３倍までであれば認められること

がある。２００万ユーロの罰金となると，場合によっては責任Ilill限条項や違約金

条項がいかに過剰に一方当事者にとって利益をもたらしている場合であっても，ニ

その利益を上回る罰金となることがありうる。むろん，被った損害の賠償も請○

求することができる。

裁判官は以上の決定の全部又は一部の公表，配布，掲示を，裁判官が指定し

’７ 

Hosei University Repository



法学志林第108巻第４号

た方法で行うことを命じることができ，また，企業の経営者，取締役員会，な

いしは執行役員会が当該営業年度の取引について作成する報告書の['１に決定の

全部又は－部を挿入することも命じることができる（1ルI2-6-III第３項)。

裁判官は以上の決定の実行を，罰金強制付きで命じることができる（L442-

6-III第４項)。

また，裁判官はＣＥＰＣに意見を求めることができる（L442-6-III第６項)。

同委員会は，行政官，国民議会議員，元老院議員，専'''1家，製造者および分配

者から同数で111される代表者から構成され（商法』l皿汕10-1条)，行政官や事

業者に向けて濫用的な商行為を示す役割を果たしている。ただし，同委員会の

意見は裁判官を拘束しない。

なお，急速審1M判事は，必要な場合には罰金強制を付して，濫11Ｉ的な行為の

【''''二ないしは他のあらゆる仮処分を命じることができる（L442-6-IV条)。
（60） 

以上の効果は，２００８年法改正によってよI)強化されたこともあって，〉尚費

法ﾘILLl32-1条の効果よりもさらに強力なものとなっており，責佃ｌｉｌｌ限条項や

違約金条項を定めた事業者にとっては厳しいものであることから，商法典

山ll2-6-I第２号の「著しい不均衡」については消費法典Ｌ132-1条の場合より
（81） 

も厳格に解するべきであるとJ-る学説もある。

（５）小柄

2008年注による商法典Ｌ`142-6-'第２号の改正については「規定の単純化お

よび効率化にすぎない」とする見方がある一方で，「契約理論の再検討を促す
（82） 

ものである」とする見方がある点が注目に(画する。すなわち「著しい不均衡」

という概念を導入することで，裁判官に対して，民法』ｌＬで言えば1131条のコ

ーズの有無や１１１８条のレジオンで問題となるような契約における均衡をコン
（閏）

トロールする樵'１１１を与えたものと言える。むろん，ｉ耐法典L442-6-I第２号は，

商人間のみに適用されるものであり，その意味ではすべての事業者ｌＩｌ１契約に適
（81） 

111される訳ではないことから，依然として民法典1134条３項の信義誠実違反

や民法典６条の公序違反にJILづいて濫川条項を排除することは必要となる。し

１８ 

○ 
九

Hosei University Repository



斗l業者間契約におけるｲ《当条項Hliillをめぐる立法論的iM点（１）（大澤）

かし，冒頭で述べたように，民法典による濫用条項規IliIlには限界があるとされ
（85） 

ている。このことを踏まえると，商法ﾘLL442-6-I第２号のような事業背間契

約を念頭に置いた濫川条項規Ｉｌｉｌｌ立法は時期にかなったものといえる。

しかし，商法典L442-6-I第２号にはまだ多くの問題点が残されている。こ

れらにつき，商法ﾘlL142-6-I第２号の規定[1体に内在する問題，および，同

規定と消費法典との関係を中心とした，より'1↓本的なllll題の２点に分けて示し

たい。

まず，商法典Ｌ442-6-'第２号の規定自体には，以下の問題点が残されてい

る。

第１に，本条は改正によって「依存関係」という文言を削除したものの，先

にも述べたようにその規制にあたって経済的な「依存関係」が完全に考慮され

なくなったとは言えないのではないかという疑問を消すことはできない。濫用

条項規制の根拠に一方当事者の契約に関する能力の濫川，および，それによっ

て生じる契約当事者間の不均衡の是正という考え方がある以｣２，商法ﾘlu4l2-

6-I第２号はあくまで大企業によって契約条項が課されている場合を念頭に置

いたものであり，その意味ではあらゆる事業者に適用されるわけではないと見
（86） 

ることもできる。むしろ，このような当事者|Ｍ１の「ﾌﾞﾉ」の不均衡がない場合に

まで裁判官が介入することは「行き過ぎ」と見られる場合もありうる。この点

については，旧法の「依存関係」という要件が削除されたことの意味や，新法

の「負わせる」という文言の意味，さらには，「著しい不均衡」という文言の

意味を探究するのみならず，事業者'111契約における濫用条項現lli'１の根拠・意義

といった根本的な問題にも立ち入った検討を必要とする。

第２に，法的安定性の問題である。「著しい不均衡」の解釈が破段l焼次第に

なることで，事業者にとっては「著しい不均衡」にあたる場合がいかなる場合
（87） 

であるかを判断するのが難しい。そのことから，「著しい不均倹i」がいかなる

概念であるかを明確にする必要は残されている。これについては，レジオンな
（88） 

どの民法-12の概念と比較することも考えられる。また，ＣEPCが裁半１１宮に意見

を述べることができるようになったことから，これらの意見が「著しい不均
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（89） 

衝」概念を1ﾘ1確にする｣二で参考になるものと)01侍されている。

第３に，商法ﾘlLL442-6-I第２号は，消費法典Ｌ132-1条とは異なI)，「民事

責任」を発生させるが，この点につき，ｉｉＩｉ費法典Ｌ132-1条の「書かれざるも

のとみなされる」といった条項の無効をもたらす効果を導入すべきであったの
（90） 

か否かという'副題を提起する学説もある。

次に，消費法H1Lとの関係からみた商法典Iル12-6-'第２号の|Ｍ１題点について

指摘する。

2008年法による商法典改iliによって，事業者の撒かれた状Jllと消費者の置

かれた状況が接近したと言える。iii費法典における濫１１１条項規制は，ブラッ

ク・リストとグレイ・リストによる規制や，裁判官に「著しい不均衡」概念の

解釈基準を提供する専Ｉ１ＩＩ機関である濫用条項委員会の存在によって形成されて

いる。商法ﾘlLL442-6-I第２号による規Ilillも文言はもちろん，その規制背景に

ある原理についても消費法典が参考とされているということができる。なぜな

ら，商法典L442-6-I第２号にはilIi費法典Ｌ132-1条1項同様「当事者の権利

および債務において著しい不均衡を生じさせる債務」という文言が用いられて

おり，また，裁判官はＣＥＰＣに意見を求めることができるからである。特に，

cEPcに裁判官へ意見を述べる権限が与えられたことは，濫用条項委員会に裁
（91） 

》'1'|官へ意見を述べる椎'114が与えられていることにならったものである。

ただし，今回の商法ﾘ'し改正によって事業者が消費者とされたわけではなく，

iil1i費法と同一の概念を採用することで，供給者，分配者，消費者の関係を，消
（92） 

費者を中心に根本的に統一したものであると１１M解されている。さらには，商法

ﾘILL442-6-l第ルナについては，あくまで「文言上」消費法典の基準が借111さ

れただけであり，その本質まで同様のものと言えるのかは検討の余地があり，

さらにいえば，消費法ﾘＩＬにおける濫用条項規制を，事業背間契約をも対象とし

て一般法化することの是非について，今後の継続的な討論が必要であるといっ

たように，「消費者法を商法ﾘlLに導入した」という一義的な見方に対して矧保
（93） 

を促す見解もある。先にも見たように，il1i費"；典による濫用条項規制と商法典

による濫川条項規制の違いから，iKi法ﾘｕしIl2-6-I第２号の「著しい不均衡」
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は消費法典Ｌ132-1条１項と文言こそ同様であるが，直接のつながりはないと

する学説もある。

最後に，商法典LM2-6-I第２号については，商事法，競争法等の観点から

の議論特に，それらの法分野における「濫川」法理との関係，さらには，事

業者間契約における濫11]条項規制のあり方についての本格的な検討を必要とす
(91） 

る。とりわけ，商法ﾘ11ルl2-6-I第２号の改I[が商事法や競争法における「濫
（95） 

'１)」規制とのi對係でどのような意味を持つかにつき，同法ﾘ'１１J12-6条に存在

する他の「濫用」概念とあわせた検討が必要である。具体的には，同法ﾘIL

L442-6-I第２号の「著しい不均衡」については，同条の他の部分に類似する

｢濫用」という文言が多数存在することから（例として，同条４号の「過度に
（96） 

濫用的な条件｣)，「濫111」概念の不均質さも指摘されている。また，このよう

に多数の「濫用」概念が同一の条文に設けられていることから，「著しい不均
（97） 

衛」概念にはそれほどインパクトがないとする見解もある。結局は，今後裁キリ
（98） 

官が「著しい不均衡」'１M念をl明確にすることが期待されるのである。

3．法改正の提案一債務法・契約法改正に向けて

（１）フランス債務法・契約法改正草案

近時，フランスで相次いでｌＩ１されている「ＩＤＩｉ勝法改正準M'i草案（カダラ草
（”） 

案)」や「契約法改Iﾋﾟ草案（テレ草案)」において，民法ﾘ''の''１に濫用条]〔ii規備Ｉ’

に関する規定を設けることが提案されている。
（100） 

カダラ草案では，1122-1条において,レジオンである場合を'簾いて，給付

の均衡の欠如は契約の無効原因とはならない旨定められているが,その例外と

して1122-2条に，次のように定められている｡

「1122-2条しかしながら，当事者の一方を犠牲にして契約に著しい不均衡

を生じさせるような条項は，特にｌｌｌｉ費者という性質によって特別な規定によっ

て法律上保護が与えられているような場合，ないし，条項が〔当事者|M1の〕交
（101） 

渉を経ていない場合には，その者の請求により改訂ないしiiI除されうる｡」
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以_上を見ると，ノ'１１世法ﾘlLによる規制とは>}'１に，交渉を経ていない条Jriであれ
●●●●●●●００００・・・・。。・・・・・・0．･・･・。●

ば，iil1i賢者に'114らずあらゆる当事者が濫１１１条J]ii規制による保護を受けることが
（102） 

定められており，ノノタラ]iV[案が契約正義に配慮していることの現れである。

1122-2条は，これまで民法ﾘILでは手薄であった「給付の均衡」について定め
（103） 

たものである。「給付の均衡」については，レジオンに|腱｜する規定が「合意の
（101） 

暇疵」の部分に定められていたのみである。このことから，債務法改I1i噸備草

案は，民法に附合契約の'1M念を通して，脆９１状態のilili1llと経済的依存|xl係の慨
（105） 

念を拡張することを１１(１１としていると評されている。
●●００●●００●●●●●● 

この提案は，Ｐｌｌ業者であっても，交渉を経ていない場合であればiiiIilY者と同

様に保護の可能|'|{を与えることで，濫１１１条項の被害者であればその立場を問わ
（106） 

ないヨーロッパ契約iﾉ：原'''１の影響を受けたものである。その際，条JHの無効と

いう効果を享受するためには，当該条項が交渉を経ていないこと，および，そ
（107） 

の条項によって契約における「著しい不Ifl衛」が生じていることを示せばよい。

こうして，梢１，Y者に|Ⅱ(らず偏広い当事者が濫川条項からの保護を受けること

になる。これによって，従来より学説で議論されてきた「事業者'１１１契約におけ
（108） 

る濫１１１条項規制」についての一定の方１句ｌｌｌｉが示されたと見ることができる。

1122-2条の特徴をまとめると以下のものがあげられる。

第１に，消費者の場合には交渉の有無を'''１わずiriYY"くりuLl32-1条による保

趣を受けることができるが，4|i業者の場合も，交渉を経ていない場合に限って

ではあるが，条IHの改訂ないしiill除を求めることができることになる。ただし

条項の改訂ないしrill除を求めるにあたっては，事業者は当該条項が交渉を経て
（109） 

いないことを証ⅢＩしなくてはならない。

第２に，iiili費"くりlLLl32-1条７項にあるような「'１的物や対価に|側ける条項

には濫111条項規制は及ばない」旨の例外がこの提案には樅り込まれていないこ

とから，目的物や対Illiに|H1する条項であっても，交渉を経ていない吻合であれ
（110） 

ば淵111条項規制が及ぶ可能llliがあるという点である。この点は，淵ZYii1i』uはも

ちろん，のちにみるヨー[）シバ契約法原'１'１が「|]的物や価格に関する条J]H」を

２２ 
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111業制１１１契約におljる不当条項規制をぬぐる立法論的視点（１）（大澤）

評llliの対象外としていることと比べると，先進的なものであり，これによって，

民法典に「特別法による場合」ないし「交渉を経ていない場合」についての袷
（111） 

(寸の均衡に1%|するⅡA定を設けたことになる。

第３に，「当事者の一方を犠牲にして契約に著しい不均衡を生じさせる」と

いうil1i費法ﾘILLl32－１条の規制難jViが採１１)されているも注{]に(l(ｊする。このこ

とから，1122-2条は，ｉｌＷＹ法典の考え方に着想を得たものであり，一般法と
（112） 

特B'|"〈の'１１１K作１１１を見ることができるとされている。

第`Iに，改訂の可能性が認められている点は興味深いが，その具体(l(]な刀法

については定められていない。そうすると，「条項を書かれざるものとみなす」

という形で条項の)'１(効を定める方がサンクションとしてはより確実なのではな
（113） 

いかとも)筒摘されている。

2008年７)1に公表された法務省案では上記のようなH1定は提案されていな
(１１１） 

い。それは，ii1iYWPn呆護の発想に基づく規定を民法典に入れることについてりｉ
（115〉

業者付１体からの'1(仇があったからであると言われている。これに対しては，ｉ儲
（116） 

用条項規制の一般化の必喫性という観点から}ルド'|する学説もある。むろん，〃〈

務筒案も「杵しい不均衡」についての配慮を欠いているわけではない。しかし，

例えば，６３条には経済的強迫に側する規定が設けられているが，濫111条Jri規

制についての規定は無く，経済的強迫の場面に限られていること，また，６３

条が「契約の無効」を前提としていることは，カダラ草案1122-2条で条項の

改訂可能'111が設けられてい/こ点に比べて，条項の削除のみを希釧し，契約関係

の断絶までも望んでいない当事者にとって不都合であることから，カダラ草案
（117） 

1122-2条に１回|帰すべきであるといった批判的な声も見られる。

その後，２００８f１２１１月に公表されたテレ草案においても，lTil搬の規定が設け
（118〉

らオLている。

○
四

６７条：交iiルを経ていない条項が，当事者の一方を犠牲にして契約に著しい

不均衡を生じさせる場合には，その者のI|'し出によって改訂ないし'１'|除されう

る。

２３ 
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以上の草案によって，「著しい不均衡」のコントロールの一般化が一歩進ん
（119） 

だと言われている。このような動きの【'１，法務省も，濫用条項規Ilillに関する条
（120） 

文を民法』u改正案に設けることを検討しており，例えば，2009年５月に公表
（121） 

さｵ'た法務省案は以下のようなものとなっている。

７９条交渉を経ていない条項で契約当事者間の権利と債務の間に著しい不

均衡を生じさせるものは，その条IHによって犠牲を被っている契約当事者の請

求により，裁判官によって削除されうる。

著しい不均衡の評価は，目的物の定義や給付の価格の適切さには及ばない。

カダラ草案とは典なり，条項の改訂については規定されていないが，「著し

い不均衡」という』灘準や「交渉を経ていない条項」にのみコントロールが及ぶ

としている点でカダラ草案，テレ草案と共通する。ただし，カダラ草案，テレ

草案との大きな違いとして，目的物の定義や給付の価格の適切さが，「著しい

不均衡」の評価の対象外とされている点をあげることができる。

以上のような，民法典に濫１１１条JYi現(|i'１規定を設ける際の提案の特徴として次

の３つをあげることができる。

第１に，「交渉を経ていない条項」が規制の対象となっている。これは，一

方当事者よりも弱い立場にある当耶者が契約内容について交渉できないことが，

濫用条項規制の背景にある契約当事者ＩＭＩの「不均衡」をもたらすという考え方
（122） 

に基づく。逆Iこ言えば，契約内容について自由に交渉することができる当事者

は濫用条項規制によって実現される契約正義を享受することはできないという
（123） 

ことである。しかし，「交渉を経ていない」ことをilli1ﾘ]するのは「著しい不均

衡」の犠牲者であるが，この証'ﾘ1はきわめて困難である。そこで，規制を機能
（121） 

させるためには証'ﾘ1責(王の転換をはかる必要が出てくるだろう。一方，カクラ

草案には「附合契約」の定義も存在する。具体的には1102-5条で「附合契約

とは，その条件が，一方当事者が前もって一方的に定めたものであり，他方当

２１ 
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率業者''１|契約における不当条項ﾙlililIをy)ぐる立法論｢'(j１M人(（（'）（ﾉ<解）

事背によって協議なしに受け入れられたものである。しかし，それらの契約に

は，交渉に従うべきとする特別な条(!':をDIIえることができる」というものであ

る。カダラ草案，テレ草案ともに文言｣2は「附合契約」による場合に濫１１１条項

規制を'''１１定しているわけではないが，「交iMjの有無」と「'１(|合契約」の述いに

ついては厳密な検討が必要である。例えば，学説では，カダラ草案が「附合契
●●●●●●●●●●● 

約Il1の濫１１１条項であれば，P|;業者であっても濫用条JIi硯ｌｌＪｌによる保護を受け
（125） 

ろ」（傍点筆者）旨定めたものであると解するものもある。この点については

後述する。

第２に，以上の提案にみられる「濫川」規制の一般化にあたっては,契約の

目的物や価格に関する条項には濫１１１条jIi硯(lillが及ばないとされている現行の濫

用条I､規制規定の修正が必嬰となる。実際，カダラ草案，テレ草案においては

契約の|=l的物やIilli格にⅢＩする条項につき週)11除外はなされていない。その意'１ﾉｌｔ

で，以｣Lの提案のうち少なくともカダラ草案，テレ草案については，猛111条I、
（126） 

規制というよ'〕は，契約における「:iyfしい不均衡」の是iliなのであり,「背し
（127） 

い不}と]衝」の被害者を係謎する公序の表れである。これに対して，前述した"（

務省案やのちにみるヨー'’シバ契約"iをめぐる各種草案で'二1的物や(Uli格に|Hけ

る条,Iiが規制の対象外とされていることと比較する必要がある。

第３に，以上の草案においてはil1iY,Y法典Ｌ132-1条の「衿しい不均衡」とい

う基地が用いられていることから，ii1iYY法典の考え方を民iﾉﾐ典に拡張したと言
（128） 

われている。すなわち，氏ﾉﾉﾐﾘlLにおける「９１者保護」につき，消費法ﾘＩＬの規定
（129） 

を民iﾉくり|↓に一般化することで効率的な係ii幽を１２１つ九ということができる。むろ

ん，以I1の草案の「著しい不均衡」概念は，次に述べるヨーロッパ契約法ｌｌｉｉｌｌｌｌ

の影響をも受けたものではあるが，iii1iYH法典の濫用条項lUAiliIl基準と民法典の濫

用条JYj規制基準を同一のものとすることが，民法とｉｉｌｉＺＷｆｉﾉﾐの関係という観点

からその是非も含めてどのような意味を持つのかについての問題を提起するも

のである。
○ 

(未完）
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法学志休第108巻第４号

※水桐は，２０１０ｲ|畠Ｏｊ１３日に'１卜|(|&された「第９回関西フランス法lil｢究会合欄」

において筆者が行った報告IⅢ(縞に加筆・修I1iを加えたものである。flIliな報告

機会を賜ったのみならず，同研究会の席_|:，多くの先11i方より賀diなご教示を

賜ったことに心より感謝している。全員のお名前をあげることができず，恐縮

であるが，感謝をI|'し上げる。

※本稿は，｜｜ｲﾄ１１法人全国銀行学術研究振興}iｲ団（2010年ｉｌｉＤによる研究助成

の成果の一部である。

(1)以上の内溶につき，民法（ｲﾊﾞ権法）改正検討委貝会綱IYli樅〃i改lIiのノル|<方針」別冊

NIlLI26Iヅ（2009KI:）105頁以下`〕

(2)民法（価Ni":）改111検討委11会編・Iifl掲注（１）１１２頁以下。

(3)民":改il1研究会綱「民扶改1K国民・法曹・学l/Ｗ１｢志案」（11本評論it、200911:）192頁。

(`l）Loino2008-776du`ｌａｏｑｔ２００８ｄｅｍｏ(lcmis〔lti()１１(ICI'6coll()Inic（J､0.,1oifict(16Cl･ets,５

〔IC(1ｔ2008,1,.12`171)；Ｉ)6c1℃ｔＩｌ('2009-302.11181】Murs20091)〔)rtnnt〔11)I〕licatiDll(1ｅ''11)･ticleL・

’32-1（ｌｕ〔o(Im1el〔ICons(〕1,】〕】MiolI（J,0.,1ois(Pt〔l6c1℃ts,２０JＩＭＩ｢ｓ2009,ｐ､5030).これによっ

てｉｌＷＷｉ典]’1321条のMﾘ我が蝿II2され，濫)11条J、リストを定めるｌｍ１触りH1(132-1条，Ｒ132-2

条が定められﾉｰｃｉＩＷＹ法ﾘILRI32－１条は，「Ｉｌｉ業背と非事業背ないしiIWY背とのllllの契約におい

て，以下のようなlＩ的ないし緒ＩＩＬをもつ条項は，反証の余地なくＩ`132-1条lIliおよび３項の意

ljltで濫川的な《)のとみなさｲlる」として，該当する条項をﾀﾞ''率するものでJ)り．いわゆるブラ

ンク・リストにあ/こるｃまﾉｰ．Ｒ132-2条は，「馴藁者と非ﾘ(業淵ないし消測街の１１１１で締桔され

ノー契約において，以下の[Ｉ的ないし結果を有する条項11,リi業濁が反対の証明をirわない限り，

Ｌ132-1糸節ＩＪＩｉないし第２項の意Ll:で濫用的なものであると|化定される」として，餓当する茶

Jliをｸﾞﾘ卒するものであり，いわゆるグレイ・リストにあたる。詐側lにつき，1111欄「フランスに

$;ける濫lil条111のリストについて-2008年のiIlWY法典改111および200911；のデクレのＷｌ介一」

〃&学志休１１)７巻２号（2009年）３７『〔以下を参照。

(5)2008年":によって改正ざｵ1土商法典'''42-6-1粥２号については，学説でも擬んに蝋論され

ている。主ば又ﾊﾞﾋとして次のものがある。Ｉ)011)ecl1（Ｘ､),ﾉ`ﾊﾉ":'ｗ'/b'てc'Ｍｊｌイル'"dYmiS"ＩＣ

Ｉ/ｃノI【lｌｅｒ()JMﾉで/ＰＳＣ/αl(SCS(I6Ils⑪c3,,.2008.2220iFerIicr(1).）ｃｔＦｅｒｒ６（１）.),hIrG1/ｂｍｌｃ

イノPSﾉ)r(Jli（jllCs(ｗｌｌ"ＩＣ（i〔l/Cｓ（lojllo2W経7乃〔ノルハJCI]（”08)，Ｉ〕､2008.2231;八rI1cI(1).),Ｌｏｉ

ｲﾉclllo(ﾉelllisdlio'1(ＩＣ(汝omolllkw'lenoJ1u2化'４/brlllc(/11(ﾉﾊﾟ)i((/Ｐ/(lcollcw(''に(､J1)Ａ２008,

,.158,【)I).llot9i;ＣＭｇｎｙ（Ｍ､),〔/nF（r）ぜ('０ｍ(io'1〔/(u(ﾉﾊﾞ)i(ん！"『(ＩＩＳ(ﾉＰｌ(`(Ｍｃｌｌ〃c'1Ｔｅ?,』．

〔)〃.2008.Ｌ１９６;Mlllauric-ViIFIl(1１（Ｍ､),Ｊ`〃ﾉ,ﾉＷ、ﾉﾘ『r"Ｍ１(l/ｉｌＷ“(/ＣＩＩ“o(Mioll〔?tｓｏ'1c‐

ｌｊ()'''1CIC(ﾉｲＷＩｍｌｉｌ'resigll板(ＹｌｌＭＣＣＣ２００８,Collllul238;MnlnlIri〔P-Vignnl（Ｍ､),ノ`ｃ〃0111》Ｃｌ

（"･Uicleﾙﾙﾉ2-6イルＣＷｅｄＰｍ''1"IC症ｃ(Ｗ)o（e-l-iMe〃CM['2"(，S/i"Iilcs〔iﾉα'１“o(mio'ＩＣＯル
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辺！{業者間契約における不当条項規ilillをめぐる立法論的視点（１）（大澤）

〃(IctIlpllF?､CCC､2008,Dossier5;Clau〔ICI（Ｅ），ｌ(Ｔｌ)com､2008.7Ｍ，】１．２５;Ｂｕｙ（Ｆ､),Enf'で

（/｢oitspfriqle（(ﾉroilIcolwlMlllF／'α｢(i〔､ﾉ〔?Ｌ､イイ2-(iＭ２，ｄｕｃｏ(/ｃ(ｆＰｃｏ"l"ＩＣパ８，Ｌｌ)Ａ2008,,゜

252,1)Iハ３ｃｔｓ､;ＰｉｃｌｌｏｎｄｅＢｕｒｙ（Ｍ､)ctMinet（()h,),mciｲﾉcﾉＷＳ(ｆｃ/(zsMﾉ〕p'･cssio〃〔/('１'αｒｔｉＣﾉｅ

Ｌ４４２－６ＭＩ，(ﾉ【（Cbde(fcco'""lercec((/(?/，illfrMMclio'1ＪＧＩ⑥'lotio〃(化(‘歯§91(ili6rcsig'ｌｉ－

βcut〔/）ｐｕｒｌｑＬＭ",ＣＣＣ2008,Etu〔lel3iBehar-'1､ouchais（Ｍ､),Ｌ('ｓ(''1c(ｉｏｌｌｄＩＭ６ｓ町lli/（．

ｂ'でsig'1板Catvd(111s/esco'11r(I(selJtrcprM2ssio'1'【C/S,ＲＤＣ2009.202また，2008年法による

改正を契機として馴業音間契約における「不均衡」について議論した，きわめて興味深い雑誌

特集として，血,ﾉ"Dtcaio）l(ﾉｃｓｐｍ/k;ssio）,"cﾉs(ｗﾋﾟﾉ℃/ＥＳ(/６s`9,`/ﾉiけＣＳＣＯ'1tr(IC(,,e/ssig"敬一

Cat砿,I(1)02009,[)p､l257eIsかある（ＩＭＩ々の論文として(j，Ｂｅｈｍ･-'l1ouchais（Ｍ､),Ｑ【』Ｐ

ｐｅ"Ｓｃ「。ｅノ，i"trodMclio〃ｄ，【"ｌｅｐｒｏ(cclio'ＩＣＯ"ｆｒｅｌｃｓｃノロｌＪｓｃｓ（１１）llsiws（/α'1ｓｌｅＣｏ(ﾉｃｄｅｃｏグル

〃1F｢cc?,ｌ(1)Ｃ2009.1258；Ｌ(lInothe（八.）ctUtzschllcider（Ｙ､)，Ｑｌｕｃｐ《zwsemハイ"ｃｒｄｇﾙｲﾉP

protcmio几〔wlt'･ｅｌ侭ｃ/α【(SCS(Jblｲｓｍｃｓ〔/ＭｓノCCC(ﾉｅ(/GCC"u"lelre?，Ｒｌ)Ｃ2009.1261；Lucasdc

Leyssac（Cl.）⑪Ｃ}〕agny（Ｍ､),ＬｅｄｒｏｉＭｅｓｃｏ'1〃α1s,ｉ"sllw11enM'11'1ｅ/br"ＩＣ'ｌｏｌｌｌｊｅ化。Ｇ

'YiglJln〔１０〃。、'IC"li91lP?，ＲＩ〕Ｃ2009.1268；Sai】ルEsteben（I(.)，ＬＹ７Ｍ'.o(hJcZio/ｌノノロｒｌｎノｏｉ

ＬＭＥ〔/,(（'ｌｃｐ'wolatiolldesﾉ)'n化ssioll'lclsd（麺(1ﾊﾟﾉ(ﾉｅｓｃｌ(lllscsQbl(si【icsf【`''八J(ぱ(Ｊｍｉ(/ｌｌ

ｄｍｉ((ﾉｐﾉαＣＯ"JSC"'''1〔ltio）１，Ｒｌ)Ｃ2009.1275)。他に，Des1laycs（Ｏ),Ｌｅｓｒｄ/bﾉｱﾉlcsritwlle弓

eZuttc'1(ﾉMcscrl〃〃,I(ＤＣ2009.1602;C11agny（Ｍ､),Ｌｅｃｏ/M'､6肥ｄｃｓＴ/“scsq6Ylsiu'Pspn'･ﾙ

ｨｨroit(ＩＣ/α、"C【〃'Ｗｌ“,ＲＤＣ2009.1612も参照。

(6)DeslMlycs,ｓｕｐｍｎｏｔｅ５,I).1604;MaiIuguy(1)),、`/bllsQrrili91｛ｅ(?（ｉ/〃s('Ｙ１(iolldecP'､－

ｔ(Ji"spojJlfs〔/【4ﾉﾉﾊﾞﾘＰｔ(ん'`/b'wl2dIlf'℃ｉ(〔趣colM(』(s,Ｄ2009.308,11.9.また，Ｉ(oｍｅ（F､)，

αα【(sGSq61Jsilﾉesflcslre'ｌｌｅｇﾉo'７２【(SGS…,I〕､2008.2337は，「iIWll法の文言と概念が商法典を侵

略した」と表現している、

(7)Ｒｏｍｅ,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６ｉｐ２３３７． 

(8)この点について，詳細は拙薪『不当条項規制の櫛造と展開」（有斐ＩＭＩ，２０１０年）の特に４２０

頁以下を参照。

(9)CaSs,lreCh・civ28avrilI987,Bull,civ・Ｌｎｏｌ３Ｉ．

(10）Cass」『cChciv2IjalwicrI”5．Bullciv.Ｌ11.51．

(11）ObsFr【,〔,tio,,(/(,MJtacA(JSnlupA(u,lor-B,wol【i"(１Ｍﾉ,ｉｎＯｌｊｓ('川,atio',ｓｓｌＵｒｌｅﾉﾉｸﾞQ/ｂＭｅ/で．

／bJ71Dc‘Ｍ(ﾉroitlfcS〔Y〕"tｍｌｓ（P(ｕｒＩｌ'Ｕｇ(〕llPem'IslillJePnハル〔ＷｅＳＯｈ,ｓＩｉ")JPA2009,,°

３Ｌｐ５１、この点は，「事業者1111契約における濫川条項規制」というテーマで，とりわけ’990年

代以降，学説において活発に飛論されている（代表的な文献として，Ｊａｍiｎ（Ch.）eIMazc‐

ａｕｄ（､.),Lcscl(IllsPsn6MsmFsB'ltreplO/bssioll'1Ｍs,Economim,1998)。鏑論の概婆は，拙:Ｍｆ

前掲注（８）428頁以下を参照。

(12）クロノポスト判決（cass・Chcom､２２０ct､1996,1)｣997.Ｊ」21,noteS6riallx）とは，運送会

社であるクロノポスト社が定めていた識([制限条J､につき，民法典１１３１条を引用して「サービ

スの信#１１と迅速を保証する速達便の再ＩＭ燦者であるクロノボスト社は，ｊＡめられ/こ期限内に；｜

き渡す義務を負ったのであり，その本質的俄務に述背するとのIll1Iilで，なされた契約の範囲に

反した我(蝿I限条I『Iは，書かれなかったものとみなされるべきであった」としたものである。

同判決にＩＭＩする詳細な文献等．拙涛・前lIj注（８）１５９頁を参照。

○
○
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法学志林鞆108巻ｉｍＭ号

(13）Ｉ)elpecIl,suI〕mllotc5,I〕､２２２１にあるように，後述する法務簡案では「コーズ」概念の代

わりに，「ﾄﾞﾘ益」概念が設けられるなど．二,一ズの存､;意義をめぐる議論も活発になされている。

(Ⅲl）さらに,ｌｉＵで2008年10Ⅱ８日に公表された「in1Y者の権flIに関する欧川畿会及び理11【

会の指令に関する提案」（１）roI〕ositioI,(IC(Iirectivc(IlIIDHrlementcurop6enct(luCoI1sei1,℃1a‐

ｔｉｖｅａｕｘ(lroit(lc3consomInalcllrsdl18ocL2008.Ｃ(〕Ｍ（2008）６Ｍ/３final）における「iiliYf

背」の定義とのＩＨＩ係も指摘されている。同指令案は「11`l間者」につき，「自然人であって，その

者の商業，工業，手工業又は岬''１識業iiIi勅に含まれない｢)的で行為する者」と定義している

（指令案２条(1))。仮に，lmllH令案が係|)lされた場合，｜前1指令案が「完全な国|ﾉl法化」を加盟

liilに要求していることから，判例上，事業活動と「i｢(接の関係」を汀する契約を締緒する者で

さえなければ個人か法人かをllUわず「iljjYY音」として淌費法典による保護を受ける現行フラン

ス法よりも，よ})狭い範Ullの者しか「ｉｉＷＷ断」として保護を受(）ることがでさなくなるﾉｰめ，

ますます事莱者を濫用条Jyiから保護する必要が高まると脂摘されている（Salll〕h､】lor-Brollil・

Iau(I,supraIlotell,ｐ､５５)。なお，同脂令案についての[1本譜での紹介として，右近潤一「=ｊ

－Ｉｊシバ私法の新たな勤lril-irj賀者の樵ﾎﾟ１１に関する脂令提案について－」京制学Kij法学2009ｆＩｉ

Ｉ号57頁以下，１可「消費者の権利に関する欧州議会及び理事会のlli令に関する試案（試訳)」

京都学園法学2009年２．３号７１頁以下を参照．

(15）Deshayes,sul)ｒａｎｏｔｏ５,I).１６１３． 

(16）2008年法によって商":典レル12-6-1節２号以外にも多くの競争法関連規定の改正がなさｲ’

ている。しかし．競争法に立!)人っﾌﾟﾆ検討を本稿で行うのは困難であるため，詳細は割愛する。

フランス簸争法に関するﾐl:な文献として，奥島孝11（「フランス競争法の形成過程」（成文堂，

2001年)，IllIIl弘＝【１１辺治「フランス競ｲ|法〔全訳〕〔上〕」国際Hii1li法務２７巻２号142頁以下，

２７巻３号285『Ｉ以下（1999｛１２)，馬場文「フランス髄ｲﾄ法における綴済的従属関係濫用規制」

公正取引６２６１）（2002BIZ）４５「Ｉ以下，ミュリエル・シャニィ／吉Ⅱ]克己訳「態争秩序における

（IIl務扶一フランス法からの芳察一」北大法学論築58巻５号（2008fIi)２５７０頁以下，同「競争

法と損害賠俄訴権」北大":学論築58巻５号（200811:）２５３６頁以下，ジュラルディーヌ・ゴフ

ォニカルボー／瀬川信久訳「韻ｲﾙ法における損害」吉111克己＝ムスクファ・メキ編『効率性と

ｉｉ）:，損害概念の変容」（有斐ＩＨＩ，2010年）301頁以下を参照。訳語もこれらの文献を参考にしﾉｰ。

(17）ここでの「識([」は「lILrjl資任」でJ)るということを言外に含んでいるとするものとして，

シャニィ／吉１１１訳・前掲注（16）「競争秩序における価筋法」25501,i・

(18）Ｉ(oｍｅ,slll)mllote6,1).2237;MalalIrie-Vigllal,ｓｌｌｌ１ｒａｎｏＩｏ５.|)ossier,ｎｺ１２． 

(19）ForriereIFcrr6,sul)rilnote51IIo2q 

(20）Behar-Toucllais,sulDmnote5,RI〕C20091258,パコ3,p､1259.6つとも,前述したように

iHj法典Ｌ4112-6-1条各号のl哩定をすべてWI介・分析するためには，フランス競争法全般にわたる

知識が必要となり，筆者のIiM力を超えるものであることから，本橘はもっぱら1,1法典L442-61

輔２号の紹介・分析にとどめ，その他の行号については他日を期しﾉｰい繧，

(21）Ｊ,０，Ａ.Ｎ,(ＩＯＣ.,2008.1】｡８』12．

(22）商法典Ｍ42-6-1条各号Ij，すべての製造者。商人．職人。手工莱者名簿に笠録された背が

ｌＷＩｉを負い，」IKC/こ損害の賠((責任をｉｉう鏑争制IWl的行為を列挙したものである。ここでは，２

１）ｂの修jl：についてのみとりあげる。
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皇|；業者間契約における不罰条項規制をめぐる立法論的視点（１）（大澪）

(23）「差ljll的で，かつ．実際のｉ|価によってIjili当化しえない価}h，支払期１１．販売条件まﾉｰは

売買の=F段を，取り|の相手方に適用し，またはl1H引の|月手方に1両}意させ！これにより，当該取

；|の相手方に対し輔印'上の不{ﾘAHまたはfll焼を与える場合」に民事責任を(iわせるものである

（訳は．ＩｌＩｌＨ＝田辺・前掲注（16）（上）１５１画を参豚にした)。当事者間のrllllな交i雌を前提と

している木条では，ヅミ際にはあらかじめ契約条件を定めて蚊Ijlを行っている契約当111者間の関

係修復に尚さないとして廃ｌＬさ机ﾉー（Fcrrier(1).),、'oit(ﾉＦｍ(/isかiMioll,LiIec,2008,11ｺ

295,ｐｐ、Ｉ３０Ｃｔｓ)。しかし，これによって契約当馴ffがますますl危弱な立塒に置かれることを

憂慮して，本稿で対欺としている商法典I」12-6-1節２号に代表されるような濫１１Ｉ的行為につい

てのltM制を強化したのである□

(21）この文言は，鳥';１両)は改正後のＬ442-6-1条２号と同様の文言であるに

(25）Ｊ､０．,八Ｎ.,doc.,2008,11”812,ｐｐ,６９ｃｔｓ・

(26）訳語は，ピエール・カダラ／野澤正光（訳）「}]本民法改i[試案提示の準備のたＷ二尺

ｉ好商法および消蘭法」ジュリストｌ３５６ｌｊ（2008年）180頁（のちに，1Ｗ:改正研究会『民iﾉ：

改正と１１畔の民法UIL」（信１１１社，2009年）185頁以下に所収）によった｡

(27）』.().,Ａ､Ｎ,,(IOC,2008,11〔`842,1)p・Ｉ２ｃｔｓ．

(28）Ｊ､0.,Ａ.Ｎ,(ＩＯＣ.,2008,,゜908,ｐａｒＭパlean-PaulClMuri6,lL316．

(29）Ｊ､0.,ＡＮ,(IOC.,2008,,.908,ｐａｒＭ､Jeall-P【lulCI〕ari6,I),317．

(30）Ｊ,0.,Ａ.Ｎ,(ＩＣ0,2008,【1m〕908,ｐa１．Ｍ.Jea肝PaulChari6.').318．

(;11）Ｊ､０,八Ｎ.,qloC,2008,m，908,ｐａｒＭ・Jean-PaulC1lal．iも,ｐ,318

(32）Ｊ､０,八Ｎ.,(IC(9.,2008,,⑩908,ｐａｒＭ､Jea皿PlllI1C}】ari6,l】,319．

(33）<10,S6nat,(I6bat,2008,IDI脾Ｉｌ５３ＣｔＳ．

(34）Ｊ､0.,S6nat,〔l6b(1t,2008,1).4157．

(35）以上の他に。フランチャイズ契約にIHIする規定も提案されているが，ここではＡＭＩない。

(36）消蘭法典Ｌ132-1条の立法史．および．その特徴につき，拙普・前掲iIi（８）を参照。

(37）M31nul･ie-Vigllnl,ｓｕｐｒａｎ()ｔｃ５,Dossicr5,ｎｏＩｌ． 

(38）商法ﾘ|山120-2条は，ある企難又は企業集団がその顧客または供給者である他の企業の経済

的依存状態を濫川的に利用する行為につき，それが蝿争の機能またはその柵造を侵垳!)するおそ

れがあるjlI合に禁１１ﾆするものである（訳語は，シャニイ／吉I趾前掲注（１６）「競争秩序におけ

る債務法」2540頁による)、

(39）FcrrieretFerr6,ｓｕｐｒａｎｏｌｃ５,ｎ．１８． 

(,１０）Ｃｌｍｌ〔1Cl,supraIlote5,ｐ､７１`1．

(`11）Clau(ICI,sul〕raI1ote5,ｐ７Ｍ．

(`12）Chaglly,supl･aI1ote5,l(1)Ｃ2009,1)．１６１５． 

(･'3）Utzschol1eidel･〔PtLamotll〔､,supral〕(Ｄｔｃ５,ｐ・’201；Ｆｅｎ･ieretFerrb,ｓｕｐｒａｎ〔】t〔15,】１．２０；

Chagliypsllpranotc5,』.Ｃ、｝).２００８．１．１９６．，．１５．

(Ｍ）FelTier,suprallote23,、こ318,ｐ・’12．

(`１５）MnIalIl･ic-ViglMlI,supralloIe5,Dossior5,ｎ゜１５．

(鰻16）Ferrier,supranote23,11.318,ｐ､1.12;MHlaurio・Vigllal,sul)l･ａｎｏｔｅ５,l〕ossier5,、(⑩１．

(`17）MallBurie-Vignlnl,ｓｕｐｒｍｎｏｔｅ５,I)ossier5,ｎ⑰９． 
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法学志林第108巻第４号

(`18）SaiI比Est()bcn,sul)l･allOLC5,,.10,ｐｌ〕・’278-1279．

(`19）Bohar-'l1ollcIlais1sul)ral1ote5,ＲＤＣ2009,ｐ202 

(50）Ｃｌ)昭lly（Ｍ),notesolls'1,.com・ＬｉⅡe,Oja】w､2010,Ｊ.Ｃ」〕'2010.Ｌ516,,゜７．

(51）CIau〔ICI,suI)mIlote5,l).714.また．Buy,sul)ＩｎＩｌｏｔｃ５,I).`lも広い範llI1の１１W人'１１１取引にjiKj

lIlされるものとしてとらえる。

(52）すでにNWiﾘUIJI2-6-I第５号については，行商の美術館述飾肘助を行っている会ｔＩ:と，サ

ーカスの宣伝活動を行う団体とのｌｌｌ１の契約へのji［j1ilが判例上認められている（cass・Ｃｌ).ＣＯ、､６

fCWier2007,Ｒ'1,1〕civ､2007,1),343)。

(53）cass・ＣＩＩ､conL23octoI)Ｔｅ2007,,.2007,ｐ,2805,obs.I?.Chowicr．

(51）ｌ３ｕｙ,sIIl)ｍｌｌｏｔＯ５,1坪I．

(55）UlzscheIIoi(Ｉ０ｒｃＬＩ』amotIlc･筋111)raI1ote5,I).1261．

(56）ＢｏＭＩ､-'1､olIcllais,ｓｕｐｍｎｏｔｏ５,ＲＤＣ2009.1258,,゜3,1〕I).Ｉ２５９ｅｔｓ．

(57）Behar-'1､ouc]Iais,sul〕mIlote5,ＲＤＣ2009.1258,,.3,ｐI).Ｉ２５９ｅｔｓ．

(58）Malaurie・Vignal,ｓｕｐｍｎｏｔｅ５,Dossier5,ｎ．１８．

(59）Malallrio-VigIMll,sul)ral1(】ｔｏ５，Dossier5,】1゜18．

(60）Buy,ｓｌｌｌ)ｍｌ１ｏｔｅ５,ｐ､３． 

(61）Ferricretli､crre,sul)mIloto5,1,.2237． 

(62）Buy,suI〕rallotc5,！〕I).３．．．１．

(63）Sail山Estc1)０１〕,ｓｕｐｍｎｏ１ｃ５,ｎ.９，ｐ・’278．

((i4）’１０１)lW-'l1oucMis,ｓｕｐｍｎｏｔｃ５,ＲＤＣ2009,1).203． 

(65）BolMw-'1,()ucllqissupmno化５，ＲＤＣ2009.1258,11.2,1).1258．

(66）Cllaglly,s1lI)raJ1otO50,11.,6． 

(67）この点につき，下級帝レベルのものではあるが，2008年波による改正後Hll初の判決である

リールiHiJ1Il&判ij1i20IO年Ｉ)]６［1（T・com､IJiⅡ０，６jmw､2010.$uI)mllote50）は，支払期限，

jljK処ｲﾘ息，叉}/､方iﾉiにＩＨＩする灸IＨ１すなわち，価格に1冊する灸〕Iiへの商法ｊｌＬＩ」12-6-1節２号の

iiililを認めﾉｰものとして注(]ざｵしている（Chaglly,supranoie50,ｎ゜４)。もっとも，中心条】Ｔｌ

という場合，通常11対価そのものを定める条]ｉｉｉがu1定されることが多く，同判決の嶋合は，対

価の|Ⅱ当Ilkそのしのについて鮫判官が判断を下したというよりIil，対ltYiに付随する条】１１につい

ての判決と見ることもできるだろう（この点につき，山本211「不当条]0(i規制とIlU心条項・付随

糸Iii」河上111二11か「滴iiH者契約法一立法への課題一」別１１１１NBL54号（199911§）108頁以下参

照)。

(68）MlIIaurio-ViIHllal，sllprIlno(ｃ５，Dossier5,Jlc20;Ｂｅ}Mw-'I1oucbais,suI〕ｍｌｌｏｔｏ５,ＲＤＣ

2009.1258,J)`'２１)l).l258eLs.など，多くの学説がこのようにilI1価している。

(69）ＩBuy`slII)mIDote5,Ｐ.`1． 

(70）Pico(’（Ｙ､)・ﾉki化xio"ＳＳＩ〃ﾉ(１１２/b'１tＧ(ﾉｌｌＣＷｃｄｅｌ(JCC'1so"l"Ｍ(io'1,CCC､2008,Etu〔10

12↑ｎ．１０． 

(71）Ｉ〕ohar-'１１(〕uchais,suI〕1.111〕()to５，ＲＤＣ2009.1258,J】u'２，ｐｌ).１２５８ct５．

(72）Behqr-,l1ouchais,sul)ｒａｌｌｏｌｅ５,ＲＤＣ2009,1).203.ただし，SllilwI9ste})０J),BuI〕r(ｌｎｏｔｅ５，

Ｉ】`'20.p1282がいうように．M1々の状況を琴Ｍ１することも妨げられない。ﾎﾉこ，実際には

九
七

3０ 

Hosei University Repository



リド難者ＩｌＩ１契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点（１）（大洋）

Ｃｌ】agny,sul)rallotc50,l「`lで引用されている裁判例のように，個々の条JIiを切り離して考【虹

している判決もある。

(73）Malauric-ViglM11,sul)r〔１，(〕te5,I)oHsier5,ｎ.２２．

(74）SauI)l1llnoI･-B】･ouiⅡau(１，sul〕ｒａｎｏｔｏｌＩ,ｐ､５４．

(75）BelMDr-'I1oucIDnifB,ｓｕｐｒａｎｏｔｏ５,Ｒｌ)Ｃ2009.1258,1〕｡２，ｐｐ・Ｉ２５８ｅｔｓ．

(76）Forricl.,sul)wlnotc23,I】`'318,ｐｊｌ２

(77）かっての「賊争ijr議会」（CoIIseiIdelacolUcur1℃､cc）である。

(78）ギリi1fUU係があることが証[ﾘ|される者とは，当該行為による彼ilf昔はもちろん，当該行為が

り｢業者のｊｌＬｍ的IHﾘ益や公正な唖争を侵i1fしている場合のｴji業者１１１体，また，iiliYIl者のｷﾞ'１益が催
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(85）BeMr-'lbuclMuis,ｓｌｌｌ)mlloto5,ＲＩ)Ｃ2009.1258,,"`I,ｐｐ・ｌ２６０ｃｔｓ．

(86）BcMr-'1,ouclwuis,suprall〔)t(15,ＲI)Ｃ２009.1258,1〕｡`1,ｐｐ､ｌ２６０ｃｔｓ．

(87）I3clMll･-'l1oucI〕ai(ルsupra11ote5,ＲＤＣ2009.1258`l】`､４，ｐｐ､l260ets．

(88）ｌ〕clJlll･-，l1oucIMli$,sul)mllote5,ＲＤＣ2009,ｐ､201．
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(90）Ｉ)CII)ecll,slll)ｒａｎｏｔｃ５,ｐ､222Ｌ 
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(92）MaMuI･ie-Vi腰Ｍ１,ｓｕＩＤｍｎｏｌｅ５,ColI1Iul238,ｐ､２９．

(93）Lngal･(１０，sulDranole79､１１．５;、CII〕CCI),ｓｕｐｒａｎｏＩｅ５・ｐｌ〕､2220-2221．

(９１）近年，フランスではiiElli者ＩＭＩ契約の膳111条項規制につき，一般法における漉側1条]ON規制の

可能性を拠弧fに入れﾉﾆ検討が#ii繁になされている。これについては，ＩｌｌｆＪＷ・iiri1ljil；（８）で検討

を行っﾉｰ。しかし，そこでも十分に検討できたとは言えず，むろん本穂でも検討するにはあま

りにも大きい課Iuiであるため，別塙にゆだねたい。

(95）このijU点からの検討として，MaIallric-VignaLslll)ranote5,ＣｏｍｌｌＬ２３８,I).３０．

(96）Utzschellei(ICI･ＤＬＬ【lmothc,slIpR･ａｎｏｔｅ５,ｐ・’265．

(97）Malaurie･VigllnI,sul)ＴａＩｌｏｔｅ５,Dossier5,ｎ.９． 
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(99）これら|皿致の染を比較・検討しﾉｰものとしてMazeaud(1).),ＬａＷｂＭｅ〔ＩＩＪ(ﾉﾉ℃ｉｔ/、ル

Ｆａｉｓ(ﾉﾋﾞSCO'lllTJlsfI'Ｄｉｓｐ'Ｕｊｃｌｓｃ〃ＣＯ"ＣＩＩ〃e"ＣＧ,ｉｌ〕Ｌｉ６ｅｒａ"licorl"'１α''7s〔ｍＪｌＬ(Jrﾉ･CM"１ｍ，

I1conomica,2010,1)p､３２９CLS.なお，カダラ草案以降テレ箪案までの状況については，山岡〕'（

微「フランス・ナントで考える民法の行方など」帝塚１１１法学１８号（2009年）388嵐以下で紹介

されている。
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など，当ｊ１ｉ稀１１１１の不均衡が耕し<，契約の収ｉｆlしが必要であるとざＩlろ場而では例外的に収iii

しが認めらllろ。ただし，実際にレジオンをlllいて濫月１条IJW』制を行うのIjllj雛でJ>ろとされ
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、｣(ﾉb6(Ｔｌ,ＣＣＣ,2005.Rop6l･０．１１．

(109）MnZoaII(１，suI)ｍＪｌｏＩｏ９９､11.27,1〕､318．

(110）Malinwlu(Ｉ（Pb.）etFcIlouil1et（,.),〃oiZ(lcso6ﾉ咽(Ytiolls,11.6〔1,Litcc,２０１０，，．３１７，

１)p､２６９ｅｔ３． 

(111）Malilw〔Lu(leLFel1oui比t,ｓｕｌ)ｒａｎｏｔｅｌｌＯｏｎ１〕3,17,ｐｐ,２６９ｃｔ＄．

(112）Ｃａｌ)riⅡnｃ（R､),ﾉ(｡/b'7ＪＩＣ‘'((ﾉ｢oitdCscoJM,TJfs;,.`,'isioルノ,,o(ﾉj/icatio',olJrdlIisioルＣＯノル

pim(ioll?,ＲＤＣ2006.27． 

(113）RouhoLte（G､).ﾉﾋﾟ昭(､ﾊﾟﾉ３１''１(`”'Ｗ)'､/bl(ん'‘/blwlc(ﾉ11．'･Cit(ｌｃｓｏｂｌｊｇ(!(io'1s,ＲＩ)Ｃ

2007,1〕IlO8・このことから．「契約の一方当耶者を1iR性にして契約に:肝しい不均衡をもたらす

条項１t，そＩlが胆1>jllの交渉を経ていない場合にIj，特別な規定に反しないｌｒｌＩ)，(1)かれざるも

のとみなす」という条文案が捉衆されている(1).1.125)。

(１Ｍ）もっとも、契約条項のうち，その契約における利益（illI61･Otaucolltw1t）を侵害するも

のはｌＵＩかれざるものとする旨定釣る８７条は存i(l；し，これによって砿瀧避１１:条〕Uriなどｌｌｉ莱者１１１１契

約における茶〕〔【iが麟効となりｉｌｌるが，この条文はむしろク⑪ハI:スト判決において示されノー

「木簡的ｲﾉ筋」概念を授智する条J1jは熈効となるという考え方に雄づくものである。この点につ

いては，雌後に述べる。

(115）Mazoau【1,Blll)wlnoto99,】】｡28,1).355．

(116）FeIl()uillcL（,.).ﾉf昭(JﾊﾟﾉSSI(（"LpJnノゼ“ｌｌＷ６[cdcrIollIﾉc(【『ば`91（ilib)でsﾉﾉ"でse"t(rZion

（ﾉCs(ﾉisﾉ〕osi(io'ｗﾉlｲﾉｊｍｊｂＺ(/erd/blwledIU(ﾉ'ＤｉＺ(ﾉ(＄ＣＯﾉ！('Ⅶ(ｓ'で！（11（１）Cs(）ﾉ(l/b｢,,！(Jlio,ｌａｄｌａ
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(118）T6rro（F､),ﾉ℃lJM"eWb'wlc〔ｈ((ﾉﾉ℃itmcsco'1((J2s,l)aⅡoz,2008の67条を参jKl。

(119）Ｉ)eslMuyoS,suI)、】lot０５，ｐ」613．

(120）引川は．Deshnycs,sul〕ｍＩ〕０１０５，１〕I〕」613-1614によっノー。また，lllII):ﾉﾉｗｗｗ・dimitri・

Iloutcief『.『r/arc}livo/2010/05/29/1℃lbrme.(lu-droit-(les､obligMiolls､la-derniere､versi()Ⅳ(lu-proj・

ｈｔｍｌ#ｍｏｒｅも参Ⅱ<(。

(121）もっとも，Jでに20091122｝1に公淡されたパージ別ソで，リド業者１Ｍ契約においても消ＲＹ

者契約と同Niの規制を及ぼす旨が定められているとのことであるが（87条の２．MaliIwaude［

FenouiⅡCl,sul)ｍｎｏｔｅｌｌＯｏｎ･347.IL270)，原文にあたることができなかった。

(122）Mazeau(1,suI〕ｍ99,,.27,1).351．

(123）Mnzeaud,suI〕ｍ”,ｎ．27,1).351．

(124）DeslMlycs,suI〕wl】lote51ID.］61`1．

(125）例えば，Ｉ』iclWi（F､-X､)．QlJcﾉﾘＷＳノＴＩﾉﾙxio'ｌｓＦＬノ)rOposiljo'Ｉｓｎｌｌｓｌｕ/P（ｲﾉＰｓｃｌ〔J【（s2s

《(ﾉさrniso'"Ｍ比s》olJ（abllsi【’(１s）。α'1ｓ／ｒｓｃｏ"tra(Ｓｍ"cﾊｨsclllrcprq/bssi⑪,!"cﾉs,(i／ｎｍｇ((ｒ

ｄｌｆｄＪ⑪i（、"ｗＩ'でCｌ（ﾉＣｓノ)'､ﾉ〕osilio'ｌＢｓａｌ）α'Dtcsjillハノ6ﾉｨUjl“ｓｅｎＦ/lojl〃Cl(「（ﾉCPA．Ｌｅ

ＴｂＩ`rlle(J1`,I)alloz,2008,ｐ６６２は，1122-2条につき，その契約が消費者によって締誌されてい

ない場合であっても．「附合契約において１１１通となっているという条件の６とで」契約内容への

蛾判官のコントロール権を認めたものであると述べている。

(126）Desl}ayes,suI)R･〔ｕｎｏｔｅ５,ｐ・’61`Ｌ

(127）RoulIctte･suIDranotell3,l).IIO7． 

(128）RouIlette,BuIDrallotell3,pjIO8． 

(129）Rouhetto（(】.),Ｐｒ２/UCC`I(ＤＣ2009,1).２６７．
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